
社会福祉法人神川町社会福祉協議会就業規則  

 

第１章  総則  

（趣旨）  

第１条  この規則は、神川町社会福祉協議会（以下「協議会」という。）

の職員の就業に関し、必要な事項を定めるものとする。  

２  職員の就業に関する事項は、この規則に定めるもののほか、労働

基準法、その他の法令の定めるところによる。  

（職員の定義）  

第２条  この規則において職員とは、所定の手続きを経て採用され、

協議会の業務に就業するもののうち、正規職員をいう。  

 

第２章  人事  

（採用の方法）  

第３条  職員の採用は、競争試験又は選考によるものとする。  

（受験の申込）  

第４条  採用試験を受けようとする者は、受験申込書に次の書類を添

えて申し込まなければならない。  

（１）自筆履歴書（提出日３か月以内に撮影した写真貼付）  

（２）健康診断書  

（３）学校卒業証書又は資格証明書若しくはこれを証明する書類  

（４）その他必要とする書類  

（採用者の提出書類）  

第５条  職員となった者は、採用の日から２週間以内に次の書類を事

務局長に提出しなければならない。  

（１）誓約書（様式第１号）  

（２）保証書（様式第２号）  

（３）住民票記載事項証明書  

（４）その他必要とする書類  

２  職員は現住所、氏名、家族、通勤方法等提出書類の記載内容に変

更があったときは速やかに協議会に届出なければならない。  

３  採用した職員について、事務局長は職員台帳（様式第３号）を作

成しなければならない。  

（試用期間）  

第６条  新たに採用された職員は、採用の日から６か月を試用期間と

し、その間のその職務を良好な成績で遂行したとき、正式採用とす

る。  

２ 職員は、前項の試用期間中において、次の各号の一に該当し、職員として相

応しくないと認められた場合は、解雇されることがある。ただし、採用後２週

間を経過していない場合は、解雇予告手当を支払わずに解雇する。 

（１）遅刻、早退、欠勤が複数回あり、出勤状況が不良の場合。 

（２）上司の指示に従わない、同僚との協調性が乏しい、誠実に勤務する姿勢

が乏しい等勤務態度が不良の場合 



（３）必要な教育を施したものの協議会が求める能力に足りず、改善の見込み

が薄い場合 

（４）重要な経歴を偽っていた場合 

（５）督促しても必要書類を提出しない場合 

（６）健康状態が思わしくなく、今後の業務に耐えられないと認められる場合  

（７）懲戒解雇事由若しくは解職事由に該当する場合 

（８）その他、前各号に準ずる場合 

３  試用期間は、勤続年数に通算される。  

 

第３章  服務  

（職務専念の義務）  

第７条  職員は、職務の公益的使命を自覚し、その目的達成のための

職務に専念しなければならない。  

（誠実の義務）  

第８条  職員は、この規則を遵守し、職務上の命令及び指示に従い、

公正、誠実にその職責を遂行しなければならない。  

（秩序の維持）  

第９条  職員は、協議会の秩序又は職場の規律を乱す行為をしてはな

らない。  

２  あらゆるハラスメントの禁止。  

（１）職務上の地位や人間関係などの職場内の優越的な関係を背景と  

した、業務上必要かつ相当な範囲を超えた言動により、他の労働  

者の就業環境を害するようなことをしてはならない。  

（２）性的言動により、他の労働者に不利益や不快感を与えたり、就  

業改善を害するようなことをしてはならない。  

（３）妊娠・出産等に関する言動及び妊娠・出産・育児・介護等に関  

する制度又は措置の利用に関する言動により、他の労働者の就業  

環境を害するようなことをしてはならない。  

（４）前３号に定めるもののほか、性的指向・性自認に関する言動に  

よるものなど職場におけるあらゆるハラスメントにより、他の労  

働者の就業環境を害するようなことをしてはならない。  

（守秘義務）  

第１０条  職員は、自己の担当たると否を問わず、職務上知り得た秘

密を漏らしてはならない。その職務を退いた後も同様とする。  

（信用失墜行為の禁止）  

第１１条  職員は、その職の信用を傷つけ、又は、職員全体の不名誉

となるような行為をしてはならない。  

（兼業の禁止）  

第１２条  職員は、会長の許可なくして、私企業を営み、又は、他職

業に従事してはならない。  

（配置転換） 

第１３条 本協議会は、職員の能力、経験、勤務成績、本人の意向等を勘案して



適正な配置を行う。ただし、業務の都合によって職場職種の異動を命ずること

がある。 

２ 職員は、前項ただし書きにより職場職種の異動を命じられた場合、正当な理

由がない限りこれに従わなければならない。 

３ 異動を命じられた職員は、確実に担当業務を後任者に引き継がなければなら

ない。  

 

第４章  勤務時間及び休日、休暇  

（勤務時間及び休暇）  

第１４条  職員の勤務時間は、１週について次のとおりとする。  

（１）月曜日から金曜日まで、午前８時３０分から午後５時１５分ま  

  で  

（２）休憩時間は、午後０時００分から午後１時００分までの６０分  

  間  

２  職員のうち特定の勤務条件で採用された職員についての勤務時

間は別に定める。  

３  職員は、休憩時間を自由に利用することができる。ただし、外出

する場合は、事務局長にその旨を告げなければならない。  

（出勤）  

第１５条  職員は、定刻までに出勤し自ら出勤簿に捺印しなければな

らない。  

（届け出）  

第１６条  私用で遅刻、早退、又は外出するときは、事前に事務局長

に届け出なければならない。ただし、やむを得ない理由により事前

に届け出られない場合は、事後速やかに届け出なければならない。 

２  不可抗力の事故のため、遅刻、又は早退したときは、届出により

遅刻、早退の取り扱いをしない。  

（週休日）  

第１７条  週休日は、日曜日及び土曜日とする。  

（週休の振替）  

第１８条  週休日に勤務を命じた場合は、勤務日を週休日に割り振り

変更することができる。その場合、前日までに振替による休日を職

員に通知する。  

（休日）  

第１９条  職員の休日は次のとおりとする。  

（１）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定

する休日。  

（２）１２月２９日から翌年の１月３日までの日（同法に規定する休

日を除く。）  

２  前項の職員の休日には、特に勤務を命ぜられない限り正規の勤務

時間中においても、勤務することを要しない。  

（時間外勤務）  

第２０条  業務上やむを得ない場合は、休日及び時間外に勤務させる

ことがある。  



第２１条  法定の労働時間を超える時間外労働及び労働基準法で定

める１週１日の休日に労働を命じる場合は、所轄労働基準監督署長

に届け出た職員代表との時間外労働、休日労働協定の範囲内とする。 

第２２条  １８歳未満の職員には、時間外労働、深夜（午後１０時か

ら午前５時）勤務及び１週１日の休日の労働をさせることはない。 

 また、妊産婦である女性職員が請求した場合には、１週４０時間、

１日８時間を超えて時間外労働若しくは深夜勤務をさせることは

ない。  

第２３条  時間外勤務は、あらかじめ職員の承認を得て事務局長がこ

れを命ずる。  

（年次有給休暇）  

第２４条  職員には１年（暦年）を通じて２０日の年次有給休暇を与

える。  

２  年の途中において採用された者の日数については、別表１の「新

規採用者年次有給休暇基準」の定めるところによる。  

３  年次有給休暇のうち、その年に使用しなかった日数がある場合に

は、翌年に限り、２０日を限度として繰り越すことができる。  

４  年次有給休暇は、１日又は半日を単位として受けることができる。

ただし、特別な理由がある場合には、１時間を単位として受けるこ

とが出来る。  

５  職員は、年次有給休暇及び特別有給休暇を得ようとするときは、

あらかじめ所定の様式により事務局長に請求し、又は届け出なけれ

ばならない。ただし、やむを得ない事由により、事前に手続きので

きない場合は、事後速やかに手続きをしなければならない。  

６  事務局長は、前項の場合において、協議会の業務上支障があると

認められるときは、これを変更することができる。  

（特別休暇及び病気休暇）  

第２５条  特別休暇及び病気休暇については、神川町職員の勤務時間、

休日及び休暇に関する条例の例による。  

（介護休業）  

第２６条  介護休業については、社会福祉法人神川町社会福祉協議会

育児・介護休業規程（以下「育児・介護休業規程」という。）に定

める。  

（育児休業）  

第２７条  育児休業については、育児・介護休業規程に定める。  

（出張命令）  

第２８条  会長は、業務上必要がある場合は、職員の出張を命ずるこ

とができる。  

（旅費）  

第２９条  職員が出張する場合の手続き及び旅費の支給については、

本協議会旅費規程の定めるところによる。  

（復命）  

第３０条  出張した職員が、帰社したときは、速やかに復命書をもっ

て復命するものとする。  



  ただし、軽易な事項については口頭をもって復命することができ

る。  

 

第５章  給与  

（給与）  

第３１条  職員に支給する給与に関する事項は、本協議会給与規程で

定める。  

 

第６章  休職  

（休職）  

第３２条  職員が、次の各号の一に該当するときは、休職することが

できる。  

（１）心身の故障のため（公症を除く）長期休養を要する場合。  

（２）刑事事件に関係し、起訴させられた場合。  

（３）会長の承認を得て、学校、研究所などにおいて、その職務に関

連する事項の調査、研究、又は指導のため３か月を超えて従事す

る場合。  

（４）水難、火災、その他の災害により生死不明又は所在不明となっ

た場合。  

２  前項第１号の規定に該当するものとして職員を休職させようと

する場合においては、医師２名以上を指定して、あらかじめ診断を

行なわなければならない。  

３  第１項の休職処分は、その旨を記載した書面を当該職員に交付し

て行わなければならない。  

（休職期間）  

第３３条  休職期間は、次のとおりとする。  

（１）前条第１号による場合は、３年。  

（２）前条第２号による場合は、その事件が裁判所に係属する期間。 

（３）前条第３号及び第４号の場合は、その期間。  

２  休職の事由が消滅した場合は、復職を命ずる。  

（休職の効果）  

第３４条  休職者は、職員としての身分を保有するが、職務に従事し

ない。  

２  休職期間中の給与については給与規程に定めるところによる。  

（復職）  

第３５条  職員の休職事由が消滅したと認めた場合、又は休職期間が

満了した場合、原則として休職前の職務に復帰させる。ただし、旧

職務への復帰が困難又は不適当と法人が認める場合には、旧職務と

異なる職務に配置することがある。  

２  休職の事由が傷病等による場合は、治癒したと法人が認めた場合

に復職させることとするが、この場合、必要に応じて医師の診断書

の提出を命じる場合がある。  

３  休職期間が満了しても復職できないときは、原則として休職満了

の日を以て退職とする。  

 



第７章  解職及び退職  

（解  職）  

第３６条  職員が次の各号の一に該当する場合は、解職することがで

きる。  

（１）心身の故障により服務にたえないと認めたとき。  

（２）正当な理由なくして、無届欠勤が１か月を超えたとき。  

（３）事業の縮小、廃止等やむを得ない事業上の都合があるとき。  

２  公症療養のため、休職する期間及びその後３０日間並びに産前

産後の休暇による期間及びその後３０日間は解職しない。ただし、

退職願いによる場合は、この限りでない。  

３  公症休務３年を経過した場合は、労働基準法に定める打切補償を

して、解職することができる。  

（解職予告）  

第３７条  前条第 1 項により職員を解職しようとする場合は、法第２

０条の定めるところにより少なくとも３０日前に予告するものと

する。  

（退職願い）  

第３８条  職員が退職しようとするときは、その事由を記載した願書

を事務局長を経て会長に提出し、退職決定までは従前の事務に従事

しなければならない。  

２  前項の発令は、願い出のあった日から１４日以内にこれを行う。 

（定年）  

第３９条 職員の定年については、以下のとおりとする。定年は満６５歳とし、

満６５歳到達直後の３月３１日を以て退職とする。 

（退職手当）  

第４０条  職員の退職若しくは、解職の場合には、別に定める退職金

を支給する。ただし、懲戒の規定による解職を命ぜられた者に対し

ては、退職金を支給しない。  

 

第８章  表彰及び懲戒  

（表彰）  

第４１条  職員が、次の各号一に該当する場合は、これを表彰するこ

とができる。  

（１）職務上功績が顕著と認められる場合。  

（２）勤務成績が優秀で、他の模範とするに足りる場合。  

（３）永年勤続し、功労があった場合。  

（４）前各号に掲げるほか、特に表彰に値する場合。  

（懲戒）  

第４２条  職員が、次の各号一に該当する場合には、懲戒処分するこ

とができる。  

（１）故意又は過失により協議会に著しい損害を与えたとき。 

（２）正当な理由なく、職務上責務を遵守しないとき。 

（３）欠勤、遅刻、早退をするなど勤務に不熱心なとき。 



（４）職員たる体面を汚し、又は信用を失う行為があったとき。 

（５）その他前各号に準ずる行為があったとき。 

（懲戒の方法）  

第４３条  懲戒は、その行為の責任の軽重に従い、戒告、減給、停職

又は懲戒解職の方法によりこれを行う。  

２  前項に定められる懲戒処分は、その旨を記載した書面を当該職員

に交付して行わなければならない。  

（減給の効果）  

第４４条  減給は、１日以上６か月以下の期間、給料の１０分の１以

下を減ずるものとする。  

（停職の効果）  

第４５条  停職の期間は、１日以上６か月以下とする。  

２  停職者は、その職を保有するが職務に従事しない。  

３  停職者には、停職の期間中いかなる給与も支給しない。  

（懲戒処分の決定）  

第４６条  懲戒処分の決定は、理事会の意見を聴き会長がこれを行う。 

なお、処分決定前に本人の弁明の機会を与えなければならない。  

 

第９章  福利厚生  

（福利厚生）  

第４７条  協議会は、職員の健康と福祉の増進のため、必要な福祉的

措置を行うものとする。  

 

第１０章  安全及び衛生  

（安全）  

第４８条  職員は、就業に当たっては常に災害の未然防止に留意して、

職場の安全保持に努めなければならない。  

２  職員は、災害の発生又はその危険を知った場合は、その状況に応

じ臨機応変の措置をとるとともに、関係責任者に報告し、その指揮

によって行動しなければならない。  

（健康診断）  

第４９条  協議会は、常に職員の健康管理に必要な措置を講じ、毎年

１回以上の健康診断を行う。  

２  協議会は、医師の診断により健康上要保護者と認められた職員に

対し就業制限、業務転換、その他保健衛生上必要な措置を行わなけ

ればならない。  

 

第１１章  災害補償  

（災害補償）  

第５０条  職員が業務上負傷し、又は疾病にかかったときは、法の規

定に従って療養補償、障害補償を行う。  

２  職員が業務上負傷し、又は疾病にかかり死亡したときは、法の規

定に従い、遺族補償及び埋葬料を支払う。  

（保険給付）  



第５１条  前条の規定により、補償を受けるべき者が同一事由につい

て労働者災害補償保険法に基づいて、前条の規定による災害補償に

相当する給付が行われるべき場合においては、前項の規定は適用し

ない。  

 

第１２章  雑則  

（弁償）  

第５２条  職員が故意又は重大な過失により、協議会に損害を与えた

場合は、当該職員にその損害の全部又は一部を弁償させることがで

きる。  

２  前項の賠償額は、理事会において決定する。  

（補足）  

第５３条  この規則に定めない事項又は疑義のある事項については、

法その他の関係法令及び神川町職員の服務に関する規程等を準用

し解釈するものとする。  

（委任）  

第５４条  この規則に定めるもののほか必要な事項は、会長が別に定

める。  

 

附  則  

この規則は、昭和５７年４月１日から施行する。  

附  則  

この規則は、昭和６２年１０月１日から施行する。  

附  則  

この規則は、平成７年４月１日から施行する。  

  附  則  

この規則は、平成９年４月１日から施行する。  

  附  則  

この規則は、平成１２年４月１日から施行する。  

  附  則  

この規則は、平成１９年２月１日から施行する。  

  附  則  

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。  

  附  則  

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。  

附  則  

この規則は、令和３年６月１日から施行する  

    附  則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

（定年に関する経過措置） 

２ 令和７年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第３９条

の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同条中



「６５歳」とあるのはそれぞれ同表の右欄に掲げる文句とする。 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６２歳 

令和９年４月１日から令和 11 年３月３１日まで ６３歳 

令和 11 年４月１日から令和 13 年３月３１日まで ６４歳 

 


